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１．はじめに

２．2013人事院報告の概要と課題

（１）人事院の機能について
　①　労働基本権制約の代償機関としての役割
　②　情勢適用の原則と人事院の役割

　

　＜国家公務員法第28条－情勢適応の原則＞
第二十八条　この法律に基いて定められる給与、勤務時間その他勤務条件に関する基礎事項は、国会により社会一般の情勢に適応するように、随時これを変更することができる。その変更に関しては、人事院においてこれを勧告することを怠つてはならない。

２　人事院は、毎年、少くとも一回、俸給表が適当であるかどうかについて国会及び内閣に同時に報告しなければならない。給与を決定する諸条件の変化により、俸給表に定める給与を百分の五以上増減する必要が生じたと認められるときは、人事院は、その報告にあわせて、国会及び内閣に適当な勧告をしなければならない。
　③　勧告・報告・意見の申し出など
　④　2013人事院報告の重要課題－給与制度の総合的見直しについて
　　ア）地域間給与の配分の見直し
　　イ）世代間給与配分の見直し

　　ウ）人事評価制度の導入と現業賃金の地域民間水準への見直し

　　エ）諸手当の見直し
３．労働組合の役割

（１）勤務条件の決定について－地方公務員法による決定原則
（２）人事院勧告の位置づけは何か
（３）人勧制度における自治体労働組合の役割は
４．労使交渉の進め方
（１）労使対等の原則とは何か
（２）交渉では組合員の思いを当局へ主張することが重要
５．まとめ

（１）自治労への結集が局面打開の切り札

（２）労働組合のさらなる組織強化が次の展望へ
●　国家公務員法

　第３章　職員に適用される基準

　　第１節　通則

（平等取扱の原則）

第27条 　すべて国民は、この法律の適用について、平等に取り扱われ、人種、信条、性別、社会的身分、門地又は第三十八条第五号に規定する場合を除くの外政治的意見若しくは政治的所属関係によつて、差別されてはならない。

（人事管理の原則）

第27条の２ 　職員の採用後の任用、給与その他の人事管理は、職員の採用年次及び合格した採用試験の種類にとらわれてはならず、第五十八条第三項に規定する場合を除くほか、人事評価に基づいて適切に行われなければならない。

（情勢適応の原則）－第28条－省略

※　第29条から第32条までの職階制を定義する条項は削除されている

　　第３節　給与

（給与の根本基準）

第六十二条 　職員の給与は、その官職の職務と責任に応じてこれをなす。
●　地方公務員法

第３章　職員に適用される基準

第１節　通則

（平等取扱の原則）

第13条 　すべて国民は、この法律の適用について、平等に取り扱われなければならず、人種、信条、性別、社会的身分若しくは門地によつて、又は第十六条第五号に規定する場合を除く外、政治的意見若しくは政治的所属関係によつて差別されてはならない。

（情勢適応の原則）

第14条 　地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、勤務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応するように、随時、適当な措置を講じなければならない。

２ 　人事委員会は、随時、前項の規定により講ずべき措置について地方公共団体の議会及び長に勧告することができる。

第２節　任用－省略

第３節　職階制－省略

第４節　給与、勤務時間その他の勤務条件

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第24条 　職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

２ 　前項の規定の趣旨は、できるだけすみやかに達成されなければならない。

３ 　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。

４ 　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

５ 　職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

６ 　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

　第９節　職員団体

（交渉）

第55条　地方公共団体の当局は、登録を受けた職員団体から、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項に関し、適法な交渉の申入れがあつた場合においては、その申入れに応ずべき地位に立つものとする。
２　職員団体と地方公共団体の当局との交渉は、団体協約を締結する権利を含まないものとする。

３　地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、交渉の対象とすることができない。

４　職員団体が交渉することのできる地方公共団体の当局は、交渉事項について適法に管理し、又は決定することのできる地方公共団体の当局とする。

５　交渉は、職員団体と地方公共団体の当局があらかじめ取り決めた員数の範囲内で、職員団体がその役員の中から指名する者と地方公共団体の当局の指名する者との間において行なわなければならない。交渉に当たつては、職員団体と地方公共団体の当局との間において、議題、時間、場所その他必要な事項をあらかじめ取り決めて行なうものとする。

６　前項の場合において、特別の事情があるときは、職員団体は、役員以外の者を指名することができるものとする。ただし、その指名する者は、当該交渉の対象である特定の事項について交渉する適法な委任を当該職員団体の執行機関から受けたことを文書によつて証明できる者でなければならない。

７　交渉は、前２項の規定に適合しないこととなつたとき、又は他の職員の職務の遂行を妨げ、若しくは地方公共団体の事務の正常な運営を阻害することとなつたときは、これを打ち切ることができる。

８　本条に規定する適法な交渉は、勤務時間中においても行なうことができる。

９　職員団体は、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共団体の機関の定める規程にてい触しない限りにおいて、当該地方公共団体の当局と書面による協定を結ぶことができる。

10　前項の協定は、当該地方公共団体の当局及び職員団体の双方において、誠意と責任をもつて履行しなければならない。

11　職員は、職員団体に属していないという理由で、第１項に規定する事項に関し、不満を表明し、又は意見を申し出る自由を否定されてはならない。

●　労働基準法

　　　第１章　総則

（労働条件の原則）

第１条 　労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきものでなければならない。

○２ 　この法律で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならないことはもとより、その向上を図るように努めなければならない。

（労働条件の決定）

第２条 　労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものである。

○２ 　労働者及び使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければならない。

（均等待遇）

第３条 　使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱をしてはならない。

（男女同一賃金の原則）

第４条 　使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男性と差別的取扱いをしてはならない。

（強制労働の禁止）

第５条 　使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によつて、労働者の意思に反して労働を強制してはならない。

（中間搾取の排除）

第６条 　何人も、法律に基いて許される場合の外、業として他人の就業に介入して利益を得てはならない。

（公民権行使の保障）

第７条 　使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公民としての権利を行使し、又は公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合においては、拒んではならない。但し、権利の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、請求された時刻を変更することができる。
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